
（平成２６年７月２４日報道資料抜粋）

年金記録に係る苦情のあっせん等について

年金記録確認関東地方第三者委員会千葉地方事務室分

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 11 件

厚生年金関係 11 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 9 件

国民年金関係 6 件

厚生年金関係 3 件



関東千葉厚生年金 事案 5535 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における資格喪

失日に係る記録を昭和 44年 10月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を６

万円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正 15年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44年８月 21日から同年 10月１日まで 

  私がＡ社及び同社Ｃ支社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険

被保険者記録が無い。申立期間は、同社同支社に異動した時期であり、同社

に継続して勤務していたので、被保険者記録を認めてほしい。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の加入記録、複数の元同僚の供述及びＢ社の回答から判断すると、

申立人はＡ社に継続して勤務し（同社から同社Ｃ支社に異動）、申立期間に係

る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

 なお、Ｂ社は、「申立人はＡ社Ｃ支社が厚生年金保険の適用事業所となるま

で同社に所属しており、当時、申立人が異動した際に同社が届出を誤ったもの

である。」と回答していることから、申立人の申立期間における資格喪失日を

昭和 44年 10月１日とすることが妥当である。 

 また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 44

年７月の社会保険事務所（当時）の記録から、６万円とすることが妥当である。 

 なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、事業主は、申立人の資格喪失日を誤って届け出たと

していることから、社会保険事務所は、申立人に係る昭和 44 年８月及び同年

９月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告

知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料

を還付した場合を含む。）、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。 

  

  

  



関東千葉厚生年金 事案 5536 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間①について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められることから、

当該期間の標準報酬月額に係る記録を 44万円に訂正することが必要である。 

 なお、事業主は、申立人の申立期間に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づ

く厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 また、申立人は、申立期間②について、その主張する標準賞与額に基づく厚

生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められること

から、Ａ社における当該期間に係る標準賞与額の記録を 45 万円とすることが

必要である。 

 なお、事業主が申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 さらに、申立人は、申立期間③の厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に

係る記録を平成 17年８月１日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を 44万円と

することが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

  

  

  

  

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 42年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 16年５月 10日から 17年７月 31日まで 

           ② 平成 16年 12月 22日 

           ③ 平成 17年７月 31日から同年８月１日まで 

  私のＡ社における厚生年金保険の標準報酬月額は 16 万円と記録されてい

るが、給与支給額に比べて低額であるので、正しい標準報酬月額に訂正して

ほしい。また、平成 16年 12月の標準賞与額の記録が無いが、賞与が支給さ

れ厚生年金保険料も控除されていたので訂正してほしい。さらに、当該事業

所に 17年７月 31日まで勤務し、保険料も控除されていたので、厚生年金保

  

  

  



険の資格喪失日を同年８月１日に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①について、申立人は、「提出した給与明細書は、Ａ社に入社し

た後に事業主から給与額の提示として渡され、金額面で了承した際のもの

である。それ以後は退職するまで給与明細書はもらっていない。」と供述し

ており、申立人から提出された平成 16年分給与所得に対する源泉徴収簿及

び 17年分の所得税の確定申告書（控）に係る給与収入金額及び社会保険料

の金額から判断すると、当該給与明細書における報酬月額及び厚生年金保

険料控除額は、退職時まで継続していたことが認められるところ、報酬月

額及び厚生年金保険料控除額に相当する標準報酬月額は、オンライン記録

における標準報酬月額（16万円）を上回っていることが確認できる。 

  一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（以下「特例法」という。）に基づき、標準報酬月額を改定又は決定し、こ

れに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除し

ていたと認められる厚生年金保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに

基づく標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のい

ずれか低い方の額を認定することとなる。 

  したがって、申立期間①の標準報酬月額については、上記給与明細書にお

ける報酬月額から、44万円とすることが妥当である。 

  なお、事業主が申立人に係る申立期間①の標準報酬月額に基づく保険料を

納付する義務を履行したか否かについては、事業主は、関連資料は無いと

しているが、申立人に係る健康保険厚生年金保険被保険者資格取得届及び

平成 16 年分健康保険厚生年金保険被保険者報酬月額算定基礎届において、

事業主は、オンライン記録どおりの標準報酬月額を社会保険事務所（当時）

に届け出ていることが確認できることから、社会保険事務所は、当該標準

報酬月額に見合う保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、

当該期間に係る保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を

除く。）を納付する義務を履行していないと認められる。 

  

  

  

 

  ２ 申立期間②について、申立人から提出されたＡ社に係る賞与明細書及び上

述の源泉徴収簿により、申立人は、当該期間に同社から賞与を支給され、厚

生年金保険料を事業主により当該賞与から控除されていたことが認められ

る。 

  一方、特例法に基づき標準賞与額を決定し、これに基づき記録の訂正及び

保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金

保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに基づく標準賞与額の範囲内であ

ることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとな

  



る。 

  したがって、申立期間②の標準賞与額については、上記賞与明細書におけ

る賞与支給額から、45万円とすることが妥当である。 

  なお、事業主が申立人に係る申立期間②の標準賞与額に基づく保険料を納

付する義務を履行したか否かについては、事業主は、関連資料は無いとし

ており、これを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらないことから、

明らかでないと判断せざるを得ない。 

  また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの賞与に係る届出を社会保険事務所に行っていたか否か

につては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないことか

ら、行ったとは認められない。 

  

  

  

 

  ３ 申立期間③について、雇用保険の加入記録から、申立人は当該期間におい

てＡ社に勤務していたことが認められる。 

  また、上述の源泉徴収簿により、Ａ社における厚生年金保険料控除は翌月

控除と判断できるところ、申立人は、上述の確定申告書において、上述の

給与明細書における給与支給額の８か月分（平成 17年１月から同年８月ま

で）を給与収入とし、厚生年金保険料、健康保険料及び雇用保険料の合計

額の８か月分を社会保険料控除額として申告していることが確認できる。 

  これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人は、申立期間③に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたものと認められる 

  また、申立期間③の標準報酬月額については、当該給与明細書及び上述の

確定申告書における報酬月額及び厚生年金保険料控除額から、44 万円とす

ることが妥当である。 

  なお、事業主が申立人に係る申立期間③の保険料を納付する義務を履行し

たか否かについては、事業主は、関連資料は無いとしているが、申立人に

係る健康保険厚生年金保険被保険者資格喪失届において、事業主は、資格

喪失日を平成 17 年７月 31 日として社会保険事務所に届け出ていることが

確認できることから、社会保険事務所は、申立人に係る同年７月の保険料

について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行っ

たものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還

付した場合を含む。）、事業主は、申立人に係る当該期間の保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。 

  

  

  

  



関東千葉厚生年金 事案 5537 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、平成４年２月１日から同年 10 月１日までの期

間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことが認められることから、当該期間の標準報酬月

額に係る記録を 22万円に訂正することが必要である。 

 なお、事業主は、申立人の当該期間に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づ

く厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）

を納付する義務を履行していないと認められる。 

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成３年 12月 13日から５年５月 21日まで 

 私がＡ社に勤務した期間に係る標準報酬月額は、実際に給料から控除され

ていた厚生年金保険料に見合う標準報酬月額となっていない。同社の給与明

細書を提出するので、正しい標準報酬月額に訂正してほしい。 

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているところ、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特

例法」という。）に基づき、標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記

録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら

れる厚生年金保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月

額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を

認定することとなる。 

 したがって、申立期間のうち、平成４年２月１日から同年６月１日までの期

間及び同年７月１日から同年 10月１日までの期間の標準報酬月額については、

申立人から提出されたＡ社の給与明細書により確認できる報酬月額及び保険

料控除額から、22万円とすることが妥当である。 

 また、申立人は、申立期間のうち、平成４年６月の給与明細書を保有してい

ないものの、申立人から提出された前後の期間における給与明細書により、

  

  



同年６月についても前後の期間と同様の厚生年金保険料が控除されていたと

認められることから、同年６月の標準報酬月額については 22万円とすること

が妥当である。 

  なお、事業主が申立人に係る当該標準報酬月額に基づく保険料を納付する義

務を履行したか否かについては、事業主は、社会保険事務所（当時）に届け

出た標準報酬月額に相当する保険料より高い金額を誤って控除したことを認

めていることから、社会保険事務所は、当該標準報酬月額に見合う保険料に

ついて納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料（訂正前の標準報

酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していないと

認められる。 

  一方、申立期間のうち、平成３年 12月 13日から４年２月１日までの期間及

び同年 10 月１日から５年５月 21 日までの期間については、上記給与明細書

により確認又は推認できる厚生年金保険料控除額に見合う標準報酬月額は、

オンライン記録の標準報酬月額と同額であることから、特例法に基づく記録

訂正の対象に当たらないため、あっせんは行わない。 

 

 

 



関東千葉厚生年金 事案 5538 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保

険料を事業主により賞与から控除されていたと認められることから、申立人の

Ａ社における申立期間に係る標準賞与額の記録を、申立期間①は 19 万 5,000

円、申立期間②は 16 万円、申立期間③及び④は 13万円、申立期間⑤は 22万

2,000円、申立期間⑥は 15万 5,000円とすることが必要である。 

 なお、事業主が申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 47年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年７月 23日 

           ② 平成 15年 12月３日 

           ③ 平成 16年７月 26日 

           ④ 平成 16年 12月７日 

           ⑤ 平成 17年７月７日 

           ⑥ 平成 18年７月 31日 

  私は、Ａ社に勤務していたときの申立期間に係る賞与記録について、年金

事務所から照会を受けた。当該賞与をもらった記憶があるので、調査の上、

年金記録を訂正してほしい。 

  

  

  

  

  

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が所持する申立期間に係る普通・貯蓄預金補助元帳及び預金通帳の記

録により、申立人は、申立期間において、Ａ社から賞与を支給されていたこと

が確認できる。 

 また、複数の元同僚から提出された申立期間に係る賞与支給明細書により、

いずれも賞与額に見合う厚生年金保険料が控除されていることが確認できる

上、当該事業所の経理及び社会保険事務担当者は、「賞与が支給されていれば、

厚生年金保険料は控除されていたと思う。」と供述している。 

 さらに、申立期間③から⑥までについて、申立人が申立期間当時に居住して

  

  



いたＢ市から提出された申立人の平成 17 年度、18 年度及び 19 年度に係る市

民税・県民税賦課資料（平成 16 年、17 年及び 18 年所得分）の社会保険料の

金額は、オンライン記録の標準報酬月額から推認される年間の社会保険料の合

計額を上回っていることが確認できる。 

  これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間において、事業主により

賞与から厚生年金保険料を控除されていたものと認められる。 

  また、申立人の申立期間に係る標準賞与額については、上記の普通・貯蓄預

金補助元帳及び預金通帳により確認できる賞与振込額並びに元同僚の賞与支

給明細書及びＢ市から提出された上記の市民税・県民税賦課資料の社会保険料

控除額により推認した賞与総支給額及び保険料控除額から、申立期間①は 19

万 5,000円、申立期間②は 16万円、申立期間③及び④は 13万円、申立期間⑤

は 22万 2,000円、申立期間⑥は 15万 5,000円とすることが妥当である。 

  なお、事業主が申立人の申立期間に係る保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、事業主は不明としており、このほかに確認できる関連資料及

び周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

  また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの賞与額に係る届出を社会保険事務所（当時）に行ったか否か

については、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないことから、

行ったとは認められない。 

 

 

 

 

 

 



関東千葉厚生年金 事案 5539 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間③から⑤までについて、その主張する標準賞与額に基づ

く厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたと認められること

から、申立人のＡ社における当該期間に係る標準賞与額の記録を、申立期間③

は 11万 7,000円、申立期間④は 22万 1,000円、申立期間⑤は 21万 6,000円

とすることが必要である。 

 なお、事業主が申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年７月 23日 

            ② 平成 15年 12月３日 

            ③ 平成 16年７月 26日 

            ④ 平成 16年 12月７日 

            ⑤ 平成 18年７月 31日 

   私は、Ａ社に勤務していたときの申立期間に係る賞与記録について、年金

事務所から照会を受けた。当該賞与をもらった記憶があるので、調査の上、

年金記録を訂正してほしい。 

 

 

 

 

 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間③から⑤までについて、申立人が所持する銀行の「取引明細表（当

座・別段・普通）」（以下「取引明細表」という。）の記録により、申立人は、

当該期間において、Ａ社から賞与を支給されていたことが確認できる。 

  また、複数の元同僚から提出された当該期間に係る賞与支給明細書により、

いずれも賞与額に見合う厚生年金保険料が控除されていることが確認でき

る上、当該事業所の経理及び社会保険事務担当者は、「賞与が支給されてい

れば、厚生年金保険料は控除されていたと思う。」と供述している。 

  さらに、Ｂ市から提出された申立人の平成 17年度及び 19年度に係る市民

税・県民税賦課資料（平成 16年及び 18年所得分）の社会保険料の金額は、

  

  



オンライン記録の標準報酬月額から推認される年間の社会保険料の合計額

を上回っていることが確認できる。 

  これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間③から⑤までにおいて、

事業主により賞与から厚生年金保険料を控除されていたものと認められる。 

  また、申立人の申立期間③から⑤までに係る標準賞与額については、上記

の銀行の取引明細表により確認できる賞与振込額並びに元同僚の賞与支給

明細書及びＢ市から提出された上記の市民税・県民税賦課資料の社会保険料

控除額により推認した賞与総支給額及び保険料控除額から、申立期間③は

11 万 7,000 円、申立期間④は 22 万 1,000 円、申立期間⑤は 21 万 6,000 円

とすることが妥当である。 

  なお、事業主が申立人の申立期間③から⑤までに係る保険料を納付する義

務を履行したか否かについては、事業主は不明としており、このほかに確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判断

せざるを得ない。 

  また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの賞与額に係る届出を社会保険事務所（当時）に行ったか

否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないこ

とから、行ったとは認められない。 

  

  

  

  

 

  ２ 申立期間①及び②について、申立人が給与振込先としていた銀行は、「平

成 15年以前の取引明細表については、保存期限である 10年を経過している

ため、確認できない。」旨回答している。 

 また、法人登記簿謄本によると、Ａ社は平成 21 年９月に破産しており、

事業主及び破産管財人は、当時の資料を保管していないとしていることから、

申立人の申立期間①及び②に係る賞与の支給及び厚生年金保険料の控除に

ついて確認できる関連資料を得ることができない。  

   このほか、申立人の申立期間①及び②における厚生年金保険料の控除につ

いて確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立期間①及び②について、申立人が主張する標準賞与額に基づく厚生年金

保険料を控除されていたと認めることはできない。 

 

 



関東千葉厚生年金 事案 5540 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保

険料を事業主により賞与から控除されていたと認められることから、申立人の

Ａ社における申立期間に係る標準賞与額の記録を 30 万円とすることが必要で

ある。 

 なお、事業主が申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 52年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 15年８月５日 

 私は、申立期間に勤務先のＡ社から賞与を支給されたが、賞与の年金記録

がないことに納得がいかない。申立期間について、調査の上、記録を訂正し

てほしい。 

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が所持するＡ社に係る「2003年夏季賞与明細書」、申立期間当時の総

務担当者から提出された資料「2003 夏支給控除」及び元事業主等の供述によ

り、申立人は、申立期間において同社から賞与を支給され、その主張する標準

賞与額（30 万円）に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除され

ていたことが認められる。 

 なお、事業主が申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行したか否かについては、Ａ社は既に解散している上、事業主は、

「当時の資料の所在が不明。」と回答しており、このほかに確認できる関連資

料及び周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

 また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの賞与額に係る届出を社会保険事務所（当時）に対して行った

か否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないこ

とから、行ったとは認められない。 

  

  



関東千葉厚生年金 事案 5541 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保

険料を事業主により賞与から控除されていたと認められることから、申立人の

Ａ社における申立期間に係る標準賞与額の記録を 15万 5,000円とすることが

必要である。 

 なお、事業主が申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 37年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 18年７月 31日 

 私は、Ａ社に勤務していたときの申立期間に係る賞与記録について、年金

事務所から照会を受けた。当該賞与をもらった記憶があるので、調査の上、

年金記録を訂正してほしい。 

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

   銀行から提出された申立人の申立期間に係る預金元帳の記録により、申立人

は、申立期間において、Ａ社から賞与を支給されていたことが確認できる。 

 また、Ｂ市から提出された申立人の平成 19 年度に係る市民税・県民税賦課

資料（平成 18 年所得分）の社会保険料の金額は、オンライン記録の標準報酬

月額から推認される年間の社会保険料の合計額を上回っていることが確認で

きる。 

 さらに、複数の元同僚から提出された申立期間に係る賞与支給明細書により、

いずれも賞与額に見合う厚生年金保険料が控除されていることが確認できる

上、当該事業所の経理及び社会保険事務担当者は、「賞与が支給されていれば、

厚生年金保険料は控除されていたと思う。」と供述している。 

 これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間において、事業主により

賞与から厚生年金保険料を控除されていたものと認められる。 

 また、申立人の申立期間に係る標準賞与額については、上記の銀行の預金元

帳により確認できる賞与振込額並びに元同僚の賞与支給明細書及びＢ市から

  

  

  

  



提出された上記の市民税・県民税賦課資料の社会保険料控除額により推認した

賞与総支給額及び保険料控除額から、15万 5,000円とすることが妥当である。 

   なお、事業主が申立人の申立期間に係る保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、事業主は不明としており、このほかに確認できる関連資料及

び周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの賞与額に係る届出を社会保険事務所（当時）に行ったか否か

については、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないことから、

行ったとは認められない。 



関東千葉厚生年金 事案 5542 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年

金保険料を事業主により賞与から控除されていたと認められることから、

申立人のＡ社における申立期間に係る標準賞与額の記録を 115 万 4,000 円

とすることが必要である。 

 なお、事業主が申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 54年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 15年８月５日 

  私は、申立期間に勤務先のＡ社から賞与を支給されたが、賞与の年金

記録が無いことに納得がいかない。申立期間について、調査の上、記録を

訂正してほしい。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社の申立期間当時の総務担当者から提出された申立期間に係る「平成

15 年夏季賞与に関する資料」、複数の元同僚から提出された「2003 年夏季

賞与明細書」及び税務署から提出された「平成 15年分給与所得の源泉徴収

票」から判断すると、申立人は、申立期間において、同社から賞与を支給

され、その主張する標準賞与額（115 万 4,000円）に基づく厚生年金保険料

を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

 なお、事業主が申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行したか否かについては、Ａ社は既に解散している上、

事業主は、「当時の資料の所在が不明。」と回答しており、このほかに確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判

断せざるを得ない。 

 また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの賞与額に係る届出を社会保険事務所（当時）に対し

て行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見

当たらないことから、行ったとは認められない。 

  

  



関東千葉厚生年金 事案 5543 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年

金保険料を事業主により賞与から控除されていたと認められることから、

Ａ社における申立期間に係る標準賞与額の記録を 21万 2,000円とすること

が必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 42年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ：  平成 16年６月 11日 

  私は、年金事務所からの文書により、Ａ社に勤務していたときの平成

16 年６月賞与における標準賞与額の記録が無いことが分かった。申立期

間について、調査の上、標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ｂ信用金庫Ｃ支店から提出された申立人に係る預金取引明細表により、

申立人は、申立期間において、Ａ社から賞与を支給されていたことが確認

できる。  

 また、Ｄ市役所から提出された申立人の平成 17年度（平成 16年所得分）

市民税課税通知(回答)における社会保険料の金額は、オンライン記録の標

準報酬月額から推認される年間の社会保険料の合計額を上回っていること

が確認できる。 

 さらに、複数の元同僚から提出された申立期間の賞与明細書によると、

いずれも賞与額に見合う厚生年金保険料が控除されていることが確認でき

る。 

 これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間において、事業主に

より賞与から厚生年金保険料を控除されていたものと認められる。 

また、申立人の申立期間に係る標準賞与額については、上記の預金取引明

細表及び同僚の賞与明細書により確認できる賞与振込額から推認した賞与



支給額及び厚生年金保険料控除額から、21 万 2,000 円とすることが妥当で

ある。 

なお、事業主が申立人の申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料を納付

する義務を履行したか否かについては、事業主からは申立てどおりの届出を

行ったか明確な回答は無いが、申立期間において申立人と同様にＡ社から賞

与を支給されたとする複数の元同僚も、それぞれの賞与に係る記録が無い上、

同社が加入していたＥ健康保険組合は、平成 18 年より前は、同社からの賞

与支払届は提出されていない旨回答しており、事業主が申立期間について賞

与支払届を提出したにもかかわらず、当該健康保険組合及び社会保険事務所

（当時）の双方がいずれもこれを記録しないとは考え難いことから、事業主

は、申立期間に係る賞与支払届を社会保険事務所に提出しておらず、その結

果、社会保険事務所は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険

料について納入の告知をしておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 



 

関東千葉厚生年金 事案 5544 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により賞与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社における申立期間の標準

賞与額に係る記録を、平成 16年７月２日は 80万円、同年 12月 10日は 100

万円、17 年７月 11 日は 50 万円、同年 12 月 14 日は 62 万 1,000 円、18 年

７月 13日は 50万円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 16年７月２日 

           ② 平成 16年 12月 10日 

           ③ 平成 17年７月 11日 

           ④ 平成 17年 12月 14日 

           ⑤ 平成 18年７月 13日 

  私の年金記録には、Ａ社から支給された賞与のうち、申立期間に係る

賞与に関する厚生年金保険の被保険者記録が無い。私は、当該賞与から

厚生年金保険料を控除されていたので、調査の上、当該賞与について、

厚生年金保険被保険者記録を訂正してほしい。 

  

  

  

  

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人から提出された申立期間の一部に係る給料支払明細書、Ａ社から

提出された給料支払明細一覧表及び同社からの回答書により、申立人は、

申立期間において同社から賞与を支給され、当該賞与に係る厚生年金保険

料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

 一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が

行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立

人の賞与額のそれぞれに基づく標準賞与額の範囲内であることから、これ

  

 



 

らの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

  したがって、申立期間の標準賞与額については、申立人から提出された

給料支払明細書、Ａ社から提出された給料支払明細一覧表及び同社からの

回答書により確認又は推認できる賞与支給額及び厚生年金保険料控除額か

ら、平成 16 年７月２日は 80 万円、同年 12 月 10 日は 100 万円、17 年７月

11日は 50万円、同年 12月 14日は 62万 1,000円、18年７月 13日は 50万

円とすることが妥当である。 

  なお、事業主が申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行したか否かについては、事業主は、申立期間に係る賞

与支払届を社会保険事務所（当時）に提出しておらず、当該賞与に係る保

険料を納付していないことを認めていることから、事業主は、申立人に係

る申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

 

 



 

関東千葉厚生年金 事案 5545 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係る記録を、

平成 16 年 12 月 28 日は 49 万 8,000 円、17 年７月 31 日は 49 万 5,000 円とす

ることが必要である。 

 なお、事業主が申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 16年 12月 28日 

          ② 平成 17年７月 31日 

 私がＡ社において、平成 16 年 12 月及び 17 年７月に支給された賞与から

は厚生年金保険料が控除されていたにもかかわらず、私の年金記録には当

該標準賞与額の記録が無い。納得できないので、年金記録を訂正してほし

い。 

   

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人から提出された賞与明細書により、申立人は、申立期間においてＡ社

から賞与を支給され、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から

控除されていたことが認められる。 

 一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基

づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われる

のは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の賞与額の

それぞれに基づく標準賞与額の範囲内であることから、これらの標準賞与額の

いずれか低い方の額を認定することとなる。 

 したがって、申立期間の標準賞与額については、上記賞与明細書により確認

できる賞与支給額及び厚生年金保険料控除額から、平成 16年 12月 28日は 49

万 8,000円、17年７月 31日は 49万 5,000円とすることが妥当である。 

 なお、事業主が申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

  

  

  

 



 

する義務を履行したか否かについては、事業主は不明としており、これを確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判断せ

ざるを得ない。 

  また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの賞与額に係る届出を社会保険事務所（当時）に対して行った

か否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないこ

とから、行ったとは認められない。 

 

 

 

 

 



                      

関東千葉国民年金 事案 4634 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成 10年４月から 11年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 10年４月から 11年３月まで 

  私の夫は、会社を退職して厚生年金保険から国民年金に切り替え、私の国

民年金被保険者資格については第３号被保険者から第１号被保険者への種

別変更手続を行い、夫婦二人の国民年金保険料を一緒に納付してくれたはず

にもかかわらず、私の保険料が未納となっていることに納得できない。調査

の上、年金記録を訂正してほしい。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の夫は、会社を退職した後、自身の国民年金の加入手続を行い、申立

人に係る第３号被保険者から第１号被保険者への種別変更手続も行い、申立期

間の夫婦二人の国民年金保険料を納付していたはずであると主張している。 

 しかし、オンライン記録によると、申立人の夫が厚生年金保険被保険者資格

を喪失したことにより、平成 10 年４月６日を勧奨事象発生年月日として、12

年２月 21日付けで申立人及びその夫に対して、種別変更に係る勧奨が行われ、

夫は、当該発生年月日に第１号被保険者資格を取得し、10年４月から 11年３

月までの国民年金保険料を12年５月24日に過年度納付していることが確認で

きるが、申立人の第１号被保険者の資格取得日は、本来であれば、夫と同様に

10 年４月６日とすべきであったところ、夫の同資格取得日の１年後となる 11

年４月６日とされていたことが確認できる。 

 また、オンライン記録により、その後、平成 25年６月 21日付けで申立人に

係る国民年金の種別訂正処理が行われ、申立期間が遡って第１号被保険者期間

に変更されたことが確認できるところ、当該訂正処理が行われるまでは、申立

期間は第３号被保険者期間として管理されていたことから、申立人に対し、申

立期間に係る国民年金保険料の過年度納付書は発行されず、申立人の夫が、自

身の保険料と一緒に申立人の保険料を納付することはできなかったと考えら

れるほか、当該訂正処理時点では、制度上、時効により申立期間の保険料を納

付することはできない。 

 さらに、オンラインシステムによる氏名検索による調査の結果、申立人に別

 

  

  

  

 



                      

の基礎年金番号が付番されたことをうかがわせる事情は見当たらない上、申立

人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告

書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周

辺事情も見当たらない。 

  これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 

  



                      

関東千葉国民年金 事案 4635 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 56年４月から 59年 4月までの期間、同年５月から同年９月ま

での期間及び平成２年４月の国民年金保険料については、納付していたものと

認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 35年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 56年４月から 59年４月まで 

           ② 昭和 59年５月から同年９月まで 

           ③ 平成２年４月 

  私は、昭和 59 年４月頃、母に伴われＡ区役所で国民年金の加入手続を行

い、申立期間①の国民年金保険料は、同区役所の窓口で母が一括納付し、申

立期間②の保険料は、自分で銀行の窓口で納付した。 

  また、申立期間③の国民年金保険料は、夫がサラリーマンから自営業に変

わったため、Ｂ市役所で種別変更の手続を遅滞なく行い、納付したはずであ

る。申立期間①、②及び③について、国民年金保険料が未納とされているこ

とに納得がいかない。 

  

  

  

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①について、申立人は、「昭和 59年４月頃、Ａ区役所で国民年金

の加入手続を行った。」と主張しているが、申立人の国民年金手帳記号番号

は、申立人の手帳記号番号前後の被保険者に係る資格取得日の記録などから、

昭和 61 年８月頃にＡ区で申立人に対して払い出されたと推定され、当該払

出時点では、申立期間①は時効により、国民年金保険料を納付できない期間

である。 

  また、申立人は、申立期間①の国民年金保険料の金額及び納付期間につい

て、「母がＡ区役所の窓口で納付したのは覚えているが、保険料の金額等に

ついて詳しくは覚えていない。母に聞いたが、母も金額等の詳しいことは覚

えていなかった。」と述べており、申立期間①の保険料納付の詳細が不明で

ある。 

  

 

  ２ 申立期間②について、申立人は、「申立期間②当時に銀行の窓口で、国民

年金保険料を納付した。」と主張しているが、上記のように、申立人の国民

年金手帳記号番号は昭和 61 年８月に払い出されていることから、当該期間

  



                      

当時、申立人は国民年金に未加入であり、保険料を納付することはできない

上、当該払出時点では、当該期間のうち、59 年７月以降の国民年金保険料

を納付することは可能であるものの、その保険料納付の事実をうかがわせる

事情は見当たらない。 

 

  ３ 申立期間③について、申立人は、「夫がサラリーマンから自営業に変わっ

たため、Ｂ市役所で種別変更の手続を遅滞なく行い、国民年金保険料を納付

したはずである。」と主張しているが、申立人が所持する年金手帳の「国民

年金の記録（１）」欄には、第３号被保険者から第１号被保険者への種別変

更年月日が「平成２年５月１日」から「同年４月 30 日」に訂正されている

ことが記録されており、オンライン記録により、平成８年３月 14 日付けで

当該種別変更年月日の訂正が行われていることが確認できる。このことから、

申立期間③については、同年３月までは、国民年金の第３号被保険者期間と

して記録され、当該期間に係る納付書が発行されなかった事情がうかがえ、

種別変更年月日の訂正が行われた時点（同年３月 14 日）では、申立期間③

は時効により、国民年金保険料を納付できない期間である。 

  また、申立人の夫が所持する年金手帳にも、第１号被保険者資格取得日に

ついて、申立人と同じ年月日の訂正が記録されているほか、オンライン記録

により、申立人の夫の申立期間③に係る国民年金保険料は未納と記録されて

いることが確認できる。 

  

 

  ４ このほか、オンラインシステムによる氏名検索及び国民年金手帳記号番号

払出簿検索システムによる調査の結果、申立人に別の手帳記号番号が払い出

されたことをうかがわせる事情は見当たらない上、申立人が申立期間の保険

料を納付していたことを示す関連資料（確定申告書等）は無く、ほかに申立

期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 

  



                      

関東千葉国民年金 事案 4636 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 60 年４月から平成３年２月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

    

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 37年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 60年４月から平成３年２月まで 

 私は、昭和 60 年３月に大学を卒業して、同年４月から平成３年２月末日

まで正社員として勤務していた。この期間は厚生年金保険に加入していたと

思っていたが、小さな会社だったので、今にして思えば、国民年金に加入し

ていたかもしれない。調査の上、年金記録を訂正してほしい。 

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、「申立期間において、国民年金に加入して国民年金保険料を納付

していたと思う。」と主張しているが、「申立期間当時、年金に対する知識が乏

しく、国民年金について良く知らなかった。」とも述べており、国民年金の加

入手続及び保険料の納付状況についての記憶が明確でないことから、これらの

状況が不明である。 

 また、オンライン記録により、申立人が申立期間後の平成３年３月１日付け

で厚生年金保険に加入した時の厚生年金保険記号番号が、申立人の基礎年金番

号として９年１月に付番され、申立人は、当該基礎年金番号で 14 年６月１日

に初めて国民年金の被保険者資格を取得していることが確認できるほか、オン

ラインシステムによる氏名検索及び国民年金手帳記号番号払出簿検索システ

ムによる調査の結果、申立期間当時に、申立人に国民年金手帳記号番号が払い

出された事情は見当たらないことから、申立期間は国民年金に未加入の期間で

あり、制度上、国民年金保険料を納付することはできない期間である。 

 さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付してい

たことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

  



                      

関東千葉国民年金 事案 4637 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 43年 10月から 49年 12月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 43年 10月から 49年 12月まで 

 私は、昭和 50年３月、婚姻届を提出してＡ区役所から帰ってきた夫から、

「年金を納めるのは国民の義務であるから納めるように。」と言われたので、

申立期間の国民年金保険料を現金で一括納付した。 

 申立期間の国民年金保険料を納付した場所は、確実とは言えないが、その

頃いろいろな用件で行く機会のあったＡ区役所の本庁又は同区役所のＢ出

張所だったと思う。私が受け取った年金手帳では、被保険者となった日が「昭

和 43年＊月＊日」となっていたので、20歳から保険料を納付したことにな

ったのだと思ったことを覚えている。申立期間の保険料が未納とされている

ことは納得できない。 

   

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、「昭和 50年３月、申立期間の国民年金保険料を現金で一括納付し

た。」と主張しているが、申立人の国民年金手帳記号番号は、国民年金手帳払

出一覧表により、昭和 51 年１月 20 日に社会保険事務所（当時）からＡ区に

払い出された手帳記号番号の一つであることが確認でき、申立人の手帳記号

番号の前後の任意加入被保険者の資格取得日から、申立人の国民年金の加入

手続は同年３月頃に行われ、その際、申立人が 20 歳に到達した 43 年＊月に

遡って国民年金の被保険者資格を取得したものと推認される。当該加入手続

時点において、申立期間のうち 48 年 12 月以前の国民年金保険料は時効によ

り納付することができないほか、49年１月から同年 12月までの保険料は過年

度納付が可能であるが、市区町村は現年度保険料のみを収納しており、過年

度保険料を収納することはできない。 

 また、オンラインシステムによる氏名検索及び国民年金手帳記号番号払出簿  

  



                      

検索システムによる調査の結果、申立人に別の手帳記号番号が払い出された

ことをうかがわせる事情は見当たらない。 

  このほか、申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）は無く、申立期間の保険料を納付していたことを

うかがわせる周辺事情も見当たらない。 

  これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めること

はできない。 

 

 

  



                      

関東千葉国民年金 事案 4638 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成３年７月から４年３月までの国民年金保険料については、納付

していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 46年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成３年７月から４年３月まで 

  私の母は、国民年金保険料の未納期間があると保険料の申請免除が認めら

れないとどこからか聞き、私の平成４年度の保険料を免除申請するために、

その直前までの保険料を納付してくれたはずである。申立期間の保険料が未

納とされていることは納得できない。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の母は、「国民年金保険料の未納期間があると申請免除が認められな

いと聞き、平成４年度の保険料の免除申請をするために、申立期間の保険料を

納付した。」と述べているが、国民年金保険料の申請免除については、被保険

者の前年所得等が該当要件とされ、当該申請期間以前の保険料の納付の有無に

ついては要件とされていない。 

 また、上記の申述とは別に申立人の母は、「確かなことは言えないが、申立

期間の国民年金保険料を納付したときに、申立人の妹の保険料も一緒にまとめ

て納付したと記憶している。」とも述べているところ、申立人の妹の国民年金

手帳記号番号は、国民年金手帳記号番号払出簿により、平成６年４月 25 日に

社会保険事務所（当時）からＡ町（現在は、Ｂ市）に払い出された手帳記号番

号の一つであることが確認でき、申立人の妹の手帳記号番号の前後の番号の国

民年金被保険者のうち、20 歳到達により資格を取得した者の資格取得記録か

ら、申立人の妹の国民年金の加入手続は同年８月以降に行われたものと推認で

きることから、申立人及びその妹の保険料を一緒に納付できるのは同年８月以

降であると考えられるが、この時点を基準にすると、申立期間の保険料は時効

により納付することができない。 

 さらに、申立人は、申立期間の国民年金保険料の納付に直接関与しておらず、

 

  

  

 



                      

申立期間の保険料を納付したとする申立人の母は、申立期間の保険料は申立人

の妹の保険料と一緒に納付したとする一方、申立人の妹が国民年金に加入する

以前に、申立期間の保険料を納付したか否か定かではない旨述べているなど、

申立期間に係る保険料納付に関する記憶が必ずしも明確ではなく、申立期間の

保険料納付の状況は不明である。 

  加えて、申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家

計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことを

うかがわせる周辺事情も見当たらない。 

  これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 

 

  



                      

関東千葉国民年金 事案 4639 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 44年２月から 51年 12 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44年２月から 51年 12月まで 

  私が 20歳になった昭和 44年＊月頃、母が区役所の窓口で私の国民年金の

加入手続を行い、申立期間の国民年金保険料は、母が両親の分と一緒にＡ郵

便局で定期的に納付しているはずであり、申立期間が未納期間とされている

ことは納得できない。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、「20 歳になった昭和 44 年＊月頃、母が私の国民年金の加入手続

を行い、申立期間の国民年金保険料は、母が両親の分と一緒にＡ郵便局で納

付していた。」と主張しているが、申立人の国民年金の加入手続は、申立人の

国民年金手帳記号番号の前後の任意加入被保険者の資格取得日から、53年 12

月頃に行われたと推認されることから、加入手続の時期は申立人の主張と相

違する上、当該加入手続が行われるまでは、申立人は国民年金に未加入であ

り、申立期間当時に、申立人の母が申立人の保険料を納付することはできな

かったものと考えられる。 

 また、申立人の国民年金の加入手続が行われたと推認される昭和 53 年 12

月時点においては、第３回特例納付が実施されており、申立期間の国民年金

保険料は特例納付等により遡って納付することが可能であったが、申立人の

申立期間の保険料を納付していたとする申立人の母は、「娘の保険料は定期的

に納付し、過去の保険料を遡ってまとめて納付したことはない。」と述べてい

る上、オンラインシステムによる氏名検索及び国民年金手帳記号番号払出簿

検索システムによる調査の結果、申立人に別の手帳記号番号が払い出されて

いたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

 さらに、申立期間は 95か月と長期間である上、申立人は、申立期間の大半

  

  



                      

を同一住所に居住しており、この期間、同一の行政機関が記録管理を続けて

誤ることは考え難い。 

  加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付して

いたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

  これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めること

はできない。 

 

 

 

 

 

 

  



関東千葉厚生年金 事案 5546（事案 1195の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成５年７月 21日から７年 11月１日まで 

  私は、Ａ社に昭和 60年 10月 18日に再入社し、平成 12年３月末まで継続

して勤めた。この間、５年８月に手術のため入院したが、同年 10 月には職

場復帰していた。申立期間に係る厚生年金保険料は控除されていると思って

いた。 

  今回、平成７年 10月分及び同年 12月分の給与明細書、健康保険の継続療

養証明書が見つかったので、再度審議してほしい。 

  

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間に係る申立てについて、雇用保険の記録により、申立人はＡ社を平

成５年７月 20日に離職していることが確認でき、その翌日に資格喪失したと

する厚生年金保険の記録と符合していること、及び当該事業所の元事業主は、

「申立期間当時の関係資料を処分したため、申立期間当時の勤務実態は不明。」

と回答していることなどを理由として、既に年金記録確認千葉地方第三者委

員会（当時）の決定に基づき、21 年 10 月 21 日付けで年金記録の訂正は必要

でないとする通知が行われている。 

 今回の再申立てにおいて、申立人は、新たな資料として「平成７年 10 月分

及び同年 12月分給与支払明細書」並びに「健康保険継続療養証明書」を提出

し、申立期間は厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を控除されてい

たと思うと主張している。 

 しかし、申立人から提出された申立期間に係る平成７年 10 月分の給与支払

明細書によると、厚生年金保険料は控除されていないことが確認できる。 

 また、健康保険継続療養証明書については、健康保険被保険者が被保険者資

格を喪失した後も引き続き療養の給付を受ける場合に社会保険事務所（当時）

  

  

  



から交付されるものであり、当該健康保険継続療養証明書は、申立人がＡ社

を平成５年７月 20日に退職した後も継続して療養の給付を受けるために申請

を行い、同年８月 12日にＢ社会保険事務所から交付されたものである。 

  このほか、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を給与から控除されてい

たことをうかがわせる資料等は提出されず、ほかに年金記録確認千葉地方第

三者委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情も見当たらないことから、

申立人は、厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



                      

関東千葉厚生年金 事案 5547（事案 2299の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 55年 12月 21日から 58年３月 21日まで 

   今回の再申立てにおいて、私は、昭和 55 年９月９日付けの辞令を新たに

提出するが、前回も提出した勤続 17 年の表彰状のとおり、申立期間を含め

ないと勤続 17 年にならないので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間

として認めてほしい。なお、申立期間当時は、子供が小さく健康保険の被保

険者資格に変更が生じた記憶は無い。 

 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間に係る申立てについて、ⅰ）申立人は、申立期間のうち、昭和 56

年５月 21日から 58年３月 20日までは、出向先であるＡ社において雇用保険

に加入しているが、オンライン記録において、当該事業所は厚生年金保険の適

用事業所として確認できないこと、ⅱ）オンライン記録によると、申立人が氏

名を挙げた元同僚及び申立人と一緒にＡ社に出向した元同僚の全員が、申立人

と同様に申立期間において、厚生年金保険被保険者記録が無いこと、ⅲ）Ｂ社

は、「申立期間当時の賃金台帳等の関係資料は保管していない。」と回答してお

り、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらないことなどを理由として、既に年金記録確認千

葉地方第三者委員会（当時）の決定に基づき、平成 22年８月 18日付けで年金

記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

   今回、申立人は、前回の審議結果に納得できないとして、Ｂ社から受け取っ

た昭和 55 年９月９日付けの辞令を提出し、再申立てを行っているが、当該辞

令からは、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認する

ことができない。 

 このほか、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を給与から控除されてい

  



                      

たことをうかがわせる新たな資料や情報は提出されず、ほかに年金記録確認千

葉地方第三者委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらないこ

とから、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

  



                      

関東千葉厚生年金 事案 5548 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

    

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 37年生 

住 所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ：  昭和 60年４月１日から平成３年３月１日まで 

  私は、昭和 60 年３月に大学を卒業して、同年４月１日から平成３年３月

１日までＡ区のＢ社及びＣ社に正社員として勤務していたが、この間の厚生

年金保険の加入記録が欠落しているのは納得できない。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   元同僚及び申立人の申立期間当時における勤務状況に係る具体的な供述か

ら、申立人は、申立期間においてＢ社及びＣ社に勤務していたものと推認でき

るところ、申立期間のうち、平成２年５月 21日から３年２月 28日までの期間

においては、Ｃ社に係る雇用保険の加入記録が確認できる。 

 しかしながら、申立人が氏名を挙げた元同僚は、「Ｂ社は、厚生年金保険に

加入していなかった。また、Ｃ社は、平成３年６月から厚生年金保険に加入し

た。」と供述しているところ、オンライン記録により、Ｂ社は、Ａ区において、

厚生年金保険の適用事業所として確認することができず、Ｃ社は、元同僚の供

述のとおり、同年６月１日に厚生年金保険の適用事業所となっていることから、

申立期間において両社は、厚生年金保険の適用事業所ではなかったことが確認

できる。 

 また、Ｂ社の元事業主は、既に死亡している上、Ｃ社の元事業主に照会を行

ったが、回答は得られないことから、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料

の控除等について確認することができない。 

 このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたと認めることはできない。 

  

  

  

 

  




